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1601 一般
市町村行財政運営調整費（市町村
行財政運営調整費）

③

適正で自立的・安定的な行財政運
営や持続可能な市町村行財政の確
立に向けた取組に必要な助言等を
行う。

市町村
課

19,892 16,054 28.8 57.9 86.7 697,019 現状維
持

引き続き、市町村の持続的な財政
運営の確立に係る事務を継続する
必要があるため。

－ ④ ②
ヒアリングのオンラインによる実施
等により、コロナ禍の状況に応じた
事業内容に見直し。

－ ⑥ ②
ヒアリングのオンラインによる実施
等により、コロナ禍の状況に応じた
事業内容に見直し。

○ ②
ヒアリングのオンラインによる実施
等により、コロナ禍の状況に応じた
事業内容に見直し。

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

暫定配置を行っている係の業務を
見直し、一部の業務について、他の
係へ移管したことから、暫定配置を
解消。

1702 一般
市町村合併・広域連携推進費（市町
村合併・広域連携推進事業費）

②

広域連携、定住自立圏構想等の取
組を円滑に進めることで、行政サー
ビスの維持･向上を図るとともに、市
町村行財政の効率化を促進するた
め、必要な支援を行う。

行政連
携課

1,615 1,615 2.0 2.0 4.0 32,855 現状維
持

引き続き、行政サービスの維持･向
上を図るとともに、市町村行財政の
効率化促進に必要な支援を行うた
め。

－ ④ ① オンライン会議を基本としており、
ペーパーレス化に対応済み。

－ ⑦ ①

国の制度である定住自立圏等を活
用（予定）して行政のデジタル化を
目指している地域に対し、必要に応
じて情報提供等を行っている。

○ ①
オンライン会議を基本としており、コ
ロナ禍の状況に応じた事業内容の
見直しを図っている。

現状維
持

1703 一般 広域連携加速化事業 ②

振興局主導で「広域連携推進検討
会議」を開催し、市町村間の連携及
び道と市町村の連携による地域課
題解決の方向性を検討するととも
に、「広域連携前進プラン」に基づく
取組を展開

行政連
携課

2,361 2,361 1.5 2.0 3.5 29,696
現状維

持

引き続き、「広域連携推進検討会
議」を開催し、「広域連携前進プラ
ン」に基づく取組が展開されるよう、
必要な支援を行うため。

－ ④ ①
オンライン会議を基本としており、
ペーパーレス化に対応済み。

－ ⑦ ①

道独自の事業である広域連携加速
化事業を活用して行政のデジタル
化を目指している地域に対し、必要
に応じて情報提供等を行っている。

○ ①
オンライン会議を基本としており、コ
ロナ禍の状況に応じた事業内容の
見直しを図っている。

○

　新型コロナウイルス感染症の影響
を踏まえ、事業スケジュールを見直
した結果、全ての地域で「広域連携
前進プラン」の策定に至ったところで
あり、今後は「広域連携前進プラン」
に基づく全ての連携地域の取組が
円滑に実施されるよう、各地域への
支援を行う。

現状維
持

1704 事務 行政連携課総合調整業務 －

道議会事務、各種調査、予算・決算
等の庶務に関する事務全般及び全
国知事会における調整事務、意見
交換会等に関する事務。

行政連
携課

0 0 0.5 0.3 0.8 6,248 現状維
持

引き続き、行政連携課総合調整業
務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0 23,868 20,030 32.8 62.2 95.0 ■令和４年度　新規事業

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

市町村自治の振興

一次政策評価
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Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見
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